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支援により適切な保健・医療・福祉サービスや各種制度の利用につなげることは可能

であること、 

・ 支援チームは、チーム員である専門医が主体的に支援に参画することでより専門的

な支援が可能であること、 

から、地域包括支援センターで一旦支援したものの認知症の症状が進行していたり医療

機関の受診を拒否したりするなどの者については、支援チームで対応することが適当と

考えたため、としている。 

これら 11 市町村における支援チームの配置場所は、図表 2-(1)-⑮のとおり、8 市町

村では、 

・ 医療センター等の医療機関（5市町村（45.5％））、 

・ 特別養護老人ホームや認知症対応型老人共同生活介護等の介護サービス事業によ

り認知症高齢者支援のノウハウがあること、認知症の専門医が在籍し認知症診断が対

応可能なクリニックを運営していることに加え、支援チームの専門職 2人の専従配置

を可能とする社会福祉法人（1市町村（9.1％））、 

・ 医療機関を運営する法人が設置・運営している地域包括支援センター（2 市町村

（18.2％））、 

となっており、地域包括支援センターとは異なる認知症の専門的支援機能を持つ機関又

は管内の地域包括支援センターの中でも特に認知症の専門的支援機能を持つ地域包括

支援センターに支援チームが配置されていた。 

 

図表 2-(1)-⑮ 対応困難事案に支援チームが対応する 11市町村における支援チーム配置場所 

（単位：市町村、％） 

区分 配置パターン 配置場所 市町村 

地域包括支援

センターと異

なる機関 

 

②-ア、イ ・ 医療センター等の医療機関 5（45.5） 

⑤ ・ 社会福祉法人 1（ 9.1） 

地域包括支援

センター 

（一部が地域

包括支援セン

ター） 

①-イ-ⅰ、ⅱ 管内の複数の地域包括支援センターのうち、 

・ 医療センターの指定を受ける医療機関を運営

する社会福祉法人が設置・運営する地域包括支

援センター 

・ 認知症の専門医が在籍する医療機関を運営す

る医療法人が設置・運営する地域包括支援セン

ター 

2（18.2） 

④-ウ ・ 医療センターとその他（市町村組織が事務局

となり支援の都度、地域包括支援センター職員

等による支援チームを編成） 

1（ 9.1） 

 

①-ア-ⅰ ・ 管内に 1か所設置した地域包括支援センター  2（18.2） 

計  11（100）  

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 配置パターン欄は、図表 2-(1)-④内に記載した内容である。 

   3 表中の割合は、小数第 2位を四捨五入しているため、合計は 100にならない。 

 

このほか、 

・ 医療センターとその他（市町村組織が事務局となり支援の都度、地域包括支援セン
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調査対象 62市町村のうち 1市町村では、図表 2-(1)-⑰のとおり、どのような者を訪

問支援対象者として支援チームへ情報提供すべきか分からなかった等を理由に、平成 29

年度において、管内 6か所に設置された地域包括支援センターから市町村組織に配置さ

れた支援チームに訪問支援対象者に関する情報提供がなされず、支援チームによる支援

7件は、いずれも支援チームが訪問支援対象者を直接把握したものにとどまった例があ

った。 

 

図表 2-(1)-⑰ 地域包括支援センターから訪問支援対象者に関する情報提供がなかった例 

市町村人口 高齢者人口 高齢化率 

73 千人 22 千人 30.6％ 

支援チーム配置場所 平成 29年度支援実績 地域包括支援センター数 

③ 市町村組織 7 件 6 か所 

平成 29 年度において、当該市町村の管内 6 か所に設置された地域包括支援センターでは、1,451

件の総合相談を受け付け、このうち認知症に係る相談は 75 件あった。 

しかしながら、これら地域包括支援センターでは、次の理由により、前述の認知症に係る相談 75

件に対する支援を自ら実施し、支援チームへの情報提供は行わなかった。 

 

・ 地域包括支援センターにおいて、どのような者を訪問支援対象者として支援チームへ情報提供

すべきか分からず、これについて市町村からの指導もなかったこと。 

・ 地域包括支援センターとしては、支援チームに事案をつないでも、支援期間の目安である 6 か

月を超えると支援チームによる支援は終了し、その後は再び同センターで対応することになると

考えたこと。 

 

なお、当該市町村の支援チームによる平成 29 年度の支援実績 7件は、いずれも支援チームの配置

場所である市町村の介護保険担当課に直接寄せられた相談により把握したものである。 

また、この状況に対応するため、当該市町村では、市町村組織に支援チームを配置するのではく、

今後、管内の 6 地域包括支援センターのうち 1 か所を基幹型地域包括支援センターとして機能強化

を図った上で、当該基幹型地域包括支援センターに支援チームを配置することを検討している。 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 表中の市町村人口、高齢者人口及び高齢化率は平成 27年度国勢調査結果による。 

 

また、調査対象62市町村のうち1市町村は、平成29年度において支援チームの支援実

績がなかった。当該市町村では、支援実績がなかった理由について、図表2-(1)-⑱のと

おり、支援チームの専門職を兼ねる地域包括支援センター職員が、支援チームの専門医

を兼ねる市町村立病院の医師と連携して、平成29年度において13人の認知症高齢者への

支援を実施したが、支援の過程で、地域支援事業実施要綱に即した支援チームによる初

回訪問やチーム員会議の開催の形式をとっていないため、支援チームの支援実績として

計上しないとしている。 
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図表 2-(1)-⑱ 支援チーム員による支援について、チーム員会議等の形式をとっていないた

め実績として計上しない例 

市町村人口 高齢者人口 高齢化率 

4 千人 2 千人 43.0％ 

支援チーム配置場所 平成 29年度支援実績 地域包括支援センター数 

①-ア-ⅰ-(a)地域包括支援センター 0 件 1 か所 

当該市町村の支援チームは、市町村が直営で 1 か所設置した地域包括支援センター職員及び同セ

ンターに隣接する市町村立病院の医師により構成されている。 

当該市町村では、平成 29 年度において地域包括支援センターとして 13 人の認知症高齢者への支

援を実施した。当該認知症高齢者に対しては、支援チームの専門職を兼ねる地域包括支援センター

職員が、本人やその家族等からの情報収集及び観察・評価を行い、支援チームの専門医を兼ねる市

町村立病院の医師と随時情報を共有して助言を得たり、直接、医師から本人へ医療機関の受診を勧

奨してもらうなどして支援を実施した。 

ただし、これらの支援の過程で、地域支援事業実施要綱において、支援チームが実施することと

されている 

・ 初回訪問の実施（医療系職員と介護系職員それぞれ 1人以上の計 2人以上で実施） 

・ チーム員会議の開催（初回訪問後及び支援終了時に実施） 

という形式はとっていないため、支援チームの支援実績としては計上しない。 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 表中の市町村人口、高齢者人口及び高齢化率は平成 27年度国勢調査結果による。 

 

平成29年度における支援チームの支援実績がなかった1市町村では、当該市町村の事

情として、 

・ 市町村の規模が小さく（人口約4千人）、地域のつながりが強いことから、地域住民

や民生委員、郵便局職員や生活協同組合の職員、新聞配達員など様々な人を通じて認

知症高齢者に係る情報が行政に入りやすいこと、 

・ 地域包括支援センターとして地域の高齢者支援に係る各種取組を実施するに当た

って、支援チームの専門医が在籍する市町村立病院や近隣の医療機関、市町村社会福

祉協議会、市町村内や近隣の介護サービス事業所等の関係機関との日常的な連携体制

が構築されていること、 

があり、地域包括支援センターとしての認知症高齢者への支援を行う場合でも、支援チ

ームとしての支援と実質的な違いはなく、支援チームとしての支援の形式（初回訪問や

チーム員会議）にとらわれる必要はない、としている。 

 

他方、地域包括支援センターの対応困難事案を支援チームの支援対象とする運用をし

ている11市町村を除く51市町村のうち2市町村では、支援チームによる「認知症の発症

後のステージとしての病気の早期段階」の者への支援や「認知症の人への関わりの初期

（ファーストタッチ）」の支援となる事案を増やすため、図表2-(1)-⑲-ⅰ、ⅱのとおり、

平成30年度から、 

・ 地域包括支援センターからの情報提供を待つだけではなく、管内のかかりつけ医に

支援が必要な患者がいる場合は支援チームへ直接支援依頼するよう要請（1市町村）、 

・ 地域包括支援センターによる訪問支援対象者に関する事前の情報収集活動を省略

（1市町村）、 

することにより、支援チームが訪問支援対象者に早期に関わることとした例がみられた。
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その結果、「認知症の発症後のステージとしての病気の早期段階」の訪問支援対象者へ

の支援につながったほか、支援実績が取組開始後半年で前年度一年間に相当する件数に

達していた。 

 

図表 2-(1)-⑲-ⅰ 直接かかりつけ医から訪問支援対象者を把握することとした例 

市町村人口 高齢者人口 高齢化率 

336千人 93 千人 27.8％ 

支援チーム配置場所 平成 29年度支援実績 地域包括支援センター数 

①-イ-ⅰ 地域包括支援センター（医療センター

の指定を受ける医療機関を運営する公

益財団法人が設置・運営） 

32 件 12 か所 

当該市町村の支援チームは、従来、訪問支援対象者を管内 12か所の地域包括支援センターを通じ

て把握することとしていた。しかしながら、支援チームによる「認知症の発症後のステージとして

の病気の早期段階」の者への支援や「認知症の人への関わりの初期（ファーストタッチ）」の支援と

なる事案を増やすため、平成 30 年 9月、医師会を通じて管内のかかりつけ医に対し、患者の中で認

知症の診断後、本人やその家族への支援が必要と判断される者がいた場合は、地域包括支援センタ

ーではなく、支援チームに直接支援を依頼するよう要請した。 

その結果、要請から約 1 か月の間に、かかりつけ医から支援チームへの支援依頼が 3 件あり、支

援チームによる「認知症の人への関わりの初期（ファーストタッチ）」の支援につながった上、「認

知症の発症後のステージとしての病気の早期段階」に当たる軽度認知障害（MCI）と推定される訪問

支援対象者も含まれていた。 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 表中の市町村人口、高齢者人口及び高齢化率は平成 27年度国勢調査結果による。 
 

図表 2-(1)-⑲-ⅱ 直接訪問支援対象者を把握するほか、地域包括支援センターの事前の情

報収集活動（引継ぎ資料の作成）を省略した例 

市町村人口 高齢者人口 高齢化率 

381千人 98 千人 25.7％ 

支援チーム配置場所 平成 29年度支援実績 地域包括支援センター数 

②-ア 医療センター 31 件 7 か所 

当該市町村の支援チームは、平成 29年度まで、訪問支援対象者を管内 7か所の地域包括支援セン

ターから市町村高齢者福祉担当課を通じて把握することとしていた。しかしながら、支援チームに

よる「認知症の発症後のステージとしての病気の早期段階」の者への支援や「認知症の人への関わ

りの初期（ファーストタッチ）」の支援となる事案を増やすため、平成 30 年度から、住民が直接、

支援チームに相談できるよう、支援チームの広報用チラシに支援チームの電話番号を記載して相談

を促すとともに、市町村ウェブサイトや広報誌等に掲載し周知した。 

また、従来、地域包括支援センターが支援チームに訪問支援対象者に関する情報を提供する際に

は、対象者の要介護認定の情報、居住環境、生活状況等を記載した引継ぎ資料を作成することとし

ていた。しかしながら、地域包括支援センター職員の中には、当該引継ぎ資料を的確に作成するた

め、対象者との接触を重ねるうちに本人やその家族との信頼関係が構築されたことを理由に、支援

チームに事案を引き継がず、同センターにおいて支援を実施している状況がみられた（支援担当者

の交替をきっかけに、その後の対応が困難になる認知症高齢者もいる。）。 

このため、平成 30 年度から、当該引継ぎ資料の作成のための地域包括支援センターによる訪問支

援対象者に関する事前の情報収集活動を省略することにより、支援チームが訪問支援対象者に早期

に関わることとした。 

その結果、支援実績は、平成 29 年度が 31件であったのに対し、30 年度上半期時点で、前年実績

とほぼ同数の 30件に達した。 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 表中の市町村人口、高齢者人口及び高齢化率は平成 27年度国勢調査結果による。 

 

このほか、1市町村では、支援チームによる「認知症の発症後のステージとしての病
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気の早期段階」の者への支援や「認知症の人への関わりの初期（ファーストタッチ）」

の支援を早期に行うため、図表2-(1)-⑳のとおり、平成30年度から、試行的に、地域包

括支援センターが、支援の必要な認知症高齢者を把握した場合、直ちに支援チームに情

報提供することとしていた。 

 

図表 2-(1)-⑳ 地域包括支援センターが支援の必要な認知症高齢者を把握した場合、直ち

に支援チームに情報提供することとしている市町村 

市町村人口 高齢者人口 高齢化率 

401千人 102千人 25.5％ 

支援チーム配置場所 平成 29年度支援実績 地域包括支援センター数 

②-ア 医療センター 20 件 19 か所 

当該市町村の支援チームは、従来、訪問支援対象者を管内 19か所の地域包括支援センターを通じ

て把握することとしていた。しかしながら、支援チームによる「認知症の発症後のステージとして

の病気の早期段階」の者への支援や「認知症の人への関わりの初期（ファーストタッチ）」の支援を

早期に行うため、平成 30年度から、試行的に、管内の地域包括支援センターの中から 1 センターを

選定し、同センターが相談受付等により支援が必要な認知症高齢者を把握した場合、直ちに支援チ

ームに情報提供することとした。 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 表中の市町村人口、高齢者人口及び高齢化率は平成 27年度国勢調査結果による。 

 

これらのことから、支援チームの支援実績は、訪問支援対象者の把握経路とされる地

域包括支援センターによる情報提供の在り方、ひいては、従来から認知症高齢者等への

支援を行ってきた地域包括支援センター等と、新たに配置することとされた支援チーム

の役割分担の捉え方に係る市町村の考え方が影響すると考えられる。また、市町村にお

ける認知症高齢者に対する初期支援の状況は、必ずしも支援チームの支援実績だけで全

体像を把握できるものではなく、地域包括支援センター等による支援状況も併せて、一

体的に把握・分析する必要があると考えられる。 

 

 (ｲ) 支援の終了に至るまでの状況 

地域包括支援センター等から訪問支援対象者に関する情報が提供されると、支援チー

ムは、地域支援事業実施要綱に基づき、ⅲ）初回訪問の実施（「ⅱ）情報収集及び観察・

評価」も併せて実施）、ⅳ）専門医を含めたチーム員会議の開催、ⅴ）初期集中支援の

実施、ⅵ）引継ぎ後のモニタリングを実施することとされている。 

また、支援チームの支援期間は、地域支援事業実施要綱において「訪問支援対象者が

医療サービスや介護サービスによる安定的な支援に移行するまでの間とし、 概
おおむ

ね最長

で6か月」とされている。 

 

（初回訪問の実施及び専門医を含めたチーム員会議の開催状況） 

訪問支援対象者に対する初回訪問については、地域支援事業実施要綱において、原則

として医療系職員と介護系職員それぞれ 1 人以上の計 2 人以上で行うこととされてい

る。また、初回訪問後、専門医を含めたチーム員会議を開催し、支援方針、支援内容、

支援頻度等を決定し、初期集中支援の終了についても、チーム員会議で判断することと

されている。 
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抽出調査 272 事例のうち、支援チームが初期集中支援を実施し、平成 30 年 8 月 1 日

時点で支援終了に至っていたものは、図表 2-(1)-㉑のとおり、243 事例となっていた。

当該 243事例について、支援終了時における訪問支援対象者の安定的な支援への移行の

有無をみると、204事例（84.0％）は、「安定的な支援に移行した」とされていた。また、

このうち 160事例（65.8％）は、6か月以内に「安定的な支援に移行した」ものであっ

た。 

 

図表2-(1)-㉑ 抽出調査事例における支援終了時の状況      
（単位：事例、％） 

終了時の状況 
支援期間 

計 
6か月以内 6か月超 

安定的な支援に移行した 160 (65.8) 44 (18.1) 204 ( 84.0) 

安定的な支援に移行しなかった 28 (11.5) 11 ( 4.5) 39 ( 16.0) 

計 188 (77.4) 55 (22.6) 243 (100)   

（注）1 当省の調査による。 

   2 表中の割合は、小数第2位で四捨五入しているため、合計は100にならない。 

 

6 か月以内に「安定的な支援に移行した」とされる 160 事例の移行先の支援内容は、

図表 2-(1)-㉒のとおり、ⅰ）介護保険適用の通所介護の導入等の介護サービス（48 事

例）、ⅱ）医療機関への入院、認知症の専門医による定期的な診察、服薬管理等の医療

サービス（39事例）、ⅲ）医療及び介護サービスの両方（67 事例）等となっていた。 

 

図表 2-(1)-㉒ 「安定的な支援に移行した」事例の移行先の支援内容 
（単位：事例、％） 

移行した支援の内容 事例数（割合） 

ⅰ）介護サービス 48 ( 30.0) 

ⅱ）医療サービス 39 ( 24.4) 

ⅲ）医療及び介護サービスの両方 67 ( 41.9) 

ⅳ）その他 6 (  3.8) 

計 160 (100)   

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 「その他」は、訪問支援対象者が、支援開始時点で既に医療、介護サービスを利用

していたものの、安定的な利用ではなかったため、支援チームによる支援によって安

定的な支援（利用）に移行したものである（新たに導入した医療又は介護サービスは

ないもの）。 

   3 表中の割合は、小数第 2位を四捨五入しているため、合計は 100にならない。 

 

一方、支援チームによる支援が終了していた 243事例のうち、安定的な支援に移行し

なかったものが、39事例（16.0％）みられた。当該 39事例に対応した支援チームを配

置する 28市町村では、安定的な支援に移行しなかった理由について、図表 2-(1)-㉓の

とおり、 

ⅰ） 訪問支援対象者に医療、介護によるサービスの利用を勧めたが、本人・家族の拒

否が強く、利用開始に至らなかったため（27 事例）、 

ⅱ） 訪問支援対象者に認知機能の低下は認められるものの、日常生活を送る上で特に

支障はなく、認知症鑑別診断の受診、要介護認定申請等、医療及び介護サービスに
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○ 治療方針の選定に関すること（投薬、他医療機関への紹介等を含む） 

○ 記録・データ管理等に関すること（介護保険主治医意見書への記載等を含む） 

○ 周辺症状と身体合併症の急性期対応に関すること（基幹型の場合は、空床確保及びその

利用状況を含む） 

○ 専門医療相談の実施 

・ 相談方法（電話、面接、訪問別相談の実施等） 

・ 相談件数 

・ 相談応需マニュアルの整備等 

ｂ 地域連携拠点としての機能 

○ 認知症疾患医療連携協議会の運営状況 

○ 研修会の開催状況 
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